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1.研究テーマ
日本の選挙投票率は10代〜30代の投票率が低く高齢者の投票率が高い。日本は超高齢化社
会であり、今後も有権者の高齢化が進んでいく。2050年には有権者のうち半分以上が60歳以上
の世代になると予想されている。都議会議員などの国民から選出される議員は、これらの現状を
踏まえると高齢者向けの政策に積極的に取り組んだ方が当選につながると考えられる。そして都
議会議員の属性は政策に影響を与えるのか。また誰を対象とした政策に積極的に取り組んでい
る議員が最も当選しやすいか。所属会派、性別、年齢、婚姻の有無、子供の有無などの属性が都
議会議員の政策に影響を与える影響を分析する。

2.先行研究
まず増田（2021）は地方議会では所属会派間で政策関心に差が生じているかを計量テキスト分
析の「自己組織化マップ」により検証した。議員個人の政策傾向を反映する一般質問を取り上げ
内容分析した結果、組織政党は会派としての政策志向の一致度が高く、議員間の相違も少ない。
無所属議員は、それぞれの再選戦略により、政策的関心は異なると暫定している。増田（2021）
によれば地方議会は組織政党に所属している者において政策的関心は一致していることから都
議会議員も所属会派によって政策に影響があるという可能性を検証する価値があると考える。
次に建林（2014）は2012年総選挙の候補者に対する早稲田大学と読売新聞社の共同サーベイ
をもとに、2012年に政権復帰した自民党議員の政策位置を分析した。分析結果からは、2012年
総選挙の時点において、自民党の若手とシニアの間に政策選好の違いが少なからず存在してい
たことが示された。建林（2014）によれば自民党内の若者とシニア間で政策選好の違いがある。
つまり会派関係なく分析しても若者とシニア間で政策選好に違いが出る可能性がある。
 　鈴木（2005）は市議会議員選挙における候補者の公約は得票数に影響を与えるのか検証し
た。この検証において、当落が少数票で決まる立場にいる候補者ほど確実性の高い少数票を求
めて地域密着型の公約を提示するという仮説を裏付ける結果は得られなかった。鈴木（2005）に
よると市議会議員選挙では公約と当選には関連がみられなかった。このことから当選するには公
約ではなく議員の属性が重要になると仮説を立てる。
増田（2021）より会派、建林（2014）から年齢（もしくは世代）、鈴木（2005）から政策よりも属性の
方が重要である可能性がある。以上より、性別、年齢、会派などの属性が政策選好に影響を与え
ていると言える。

3.仮説
　先行研究により、政策対象者が地方議会議員の所属政党ごとに偏りがあることから所属会派に
よって政策に影響があることや同じ党内でも年齢で政策選好の違いが存在していたこと、市議会
議員選挙への当選のしやすさと公約は関係ないことがわかった。このことから都議会議員の属性
は政策に影響を与えるという可能性がある。本稿では以下の四つの仮説をたてる。
　第一に、女性や子供、子育て世代に対する政策を積極的に行っている議員の属性は男性議員
よりも女性議員であるという仮説を立てる。第二に、所属会派ごとに政策対象者に影響を与えると
いう仮説を立てる。第三に、議員の年齢によって政策対象者は違ってくるという仮説を立てる。第
四に、結婚しているか子供がいる議員は若年層や子供に対する政策に積極的に取り組む傾向が
あるという仮説を立てる。

4.データ、変数、分析手法
　データは「津田塾大学中條研究室2022年度第5回東京都議会議員調査」の調査結果を用い
て、分析と仮説の検証を行った。この調査は、2022年10月14日から2022年11月20日の期間に、
調査時点の東京都議会議員123名を対象に行われた。有効回答数は60であり、その回収率は
48.8%であった。使用する質問の中で無回答であったものは除外している。
　以下の表1と表2は調査データから利用した変数の尺度を説明したものである。分析に用いた目
的変数を表1に示す。まちづくり、DX、財政破綻、災害対策と回答したものは全有権者とみなし
た。福祉と回答したものは高齢者とみなした。分析に用いた説明変数を表2に示す。

表1:分析に用いた目的変数
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表2:分析に用いた説明変数

表3:所属会派別の政策対象者の割合

表3は目的変数である政策対象者と所属会派の記述統計である。全有権者と回答もしくは言及
した議員の所属会派分布は自民党が最も多く、共産党は0である。高齢者と回答した議員の所属
会派は自民党とその他の政党が33％と最も多く、都民ファーストと立憲民主党所属議員は言及し
ていない。子供と回答した議員の所属会派は都民ファーストが44％と最も多く、立憲民主党所属
議員は言及していない。子育て世代と回答した議員の所属会派は都民ファーストが37％と最も多
く、立憲民主党所属議員は言及していない。社会的マイノリティと回答した議員の所属会派は公
明党が36％と最も多く、自民党議員は言及していない。企業と回答した議員の所属会派は都民
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ファーストが60％と最も多く、立憲民主党、共産党、その他に所属している議員は言及していな
い。女性と回答した議員の所属会派は都民ファースト、公明党、その他が33％と最も多く、立憲民
主党、共産党、自民党に所属している議員は言及していない。若年層と回答した議員の所属会派
は都民ファースト、自民党が33％と最も多く、立憲民主党、公明党に所属している議員は言及して
いない。
次に政党ごとの回答状況をまとめたものを表４として下に示す。

表4: 政党ごとの回答状況

5.分析結果
　目的変数が0か1の2値であるのでロジスティック回帰分析を行った。
　政策対象者を「全有権者」と回答もしくは言及しているか否かを目的変数、議員の属性を説明変
数としてロジスティック回帰分析をしたところ、結果は表5のようになった。帰無仮説を、「政策対象
者が全有権者であることを議員の属性は説明しない」であるとすると、有意⽔準 0.05 で、p 値
>0.05 より、対⽴仮説を棄却し、帰無仮説を採択する。表5より議員の属性は政策対象者「全有権
者」の説明変数として有意ではない。

表5:目的変数が全有権者で、説明変数が性別、年齢、婚姻、子供持ち、所属会派別のロジス
ティック回帰分析
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　政策対象者を「高齢者」と回答もしくは言及しているか否かを目的変数、議員の属性を説明変数
としてロジスティック回帰分析をしたところ、結果は表6のようになった。帰無仮説を、「政策対象者
が高齢者であることを議員の属性は説明しない」であるとすると、有意⽔準 0.05 で、p 値>0.05
より、対⽴仮説を棄却し、帰無仮説を採択する。表6より議員の属性は政策対象者「高齢者」の説
明変数として有意ではない。

表6:目的変数が高齢者で、説明変数が性別、年齢、婚姻、子供持ち、所属会派別のロジスティッ
ク回帰分析

　政策対象者を「子供」と回答もしくは言及しているか否かを目的変数、議員の属性を説明変数と
してロジスティック回帰分析をしたところ、結果は表7のようになった。帰無仮説を、「政策対象者が
子供であることを議員の属性は説明しない」であるとすると、有意⽔準 0.05 で、p 値>0.05 より、
対⽴仮説を棄却し、帰無仮説を採択する。表7より議員の属性は政策対象者「子供」の説明変数
として有意ではない。

表7:目的変数が子供で、説明変数が性別、年齢、婚姻、子供持ち、所属会派別のロジスティック
回帰分析
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　政策対象者を「子育て世代」と回答もしくは言及しているか否かを目的変数、議員の属性を説明
変数としてロジスティック回帰分析をしたところ、結果は表8のようになった。帰無仮説を、「政策対
象者が子育て世代であることを議員の属性は説明しない」であるとすると、有意⽔準 0.05 で、p
値>0.05 より、対⽴仮説を棄却し、帰無仮説を採択する。表8より議員の属性は政策対象者「子育
て世代」の説明変数として有意ではない。

表8:目的変数が子育て世代で、説明変数が性別、年齢、婚姻、子供持ち、所属会派別のロジス
ティック回帰分析

　政策対象者を「社会的マイノリティ」と回答もしくは言及しているか否かを目的変数、議員の属性
を説明変数としてロジスティック回帰分析をしたところ、結果は表9のようになった。帰無仮説を、
「政策対象者が社会的マイノリティであることを議員の属性は説明しない」であるとすると、有意⽔
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準 0.05 で、p 値>0.05 より、対⽴仮説を棄却し、帰無仮説を採択する。表9より議員の属性は政
策対象者「社会的マイノリティ」の説明変数として有意ではない。

表9:目的変数が社会的マイノリティで、説明変数が性別、年齢、婚姻、子供持ち、所属会派別の
ロジスティック回帰分析

　政策対象者を「企業」と回答もしくは言及しているか否かを目的変数、議員の属性を説明変数と
してロジスティック回帰分析をしたところ、結果は表10のようになった。帰無仮説を、「政策対象者
が企業であることを議員の属性は説明しない」であるとすると、有意⽔準 0.05 で、p 値>0.05 よ
り、対⽴仮説を棄却し、帰無仮説を採択する。表10より議員の属性は政策対象者「企業」の説明
変数として有意ではない。

表10:目的変数が企業で、説明変数が性別、年齢、婚姻、子供持ち、所属会派別のロジスティック
回帰分析
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　政策対象者を「女性」と回答もしくは言及しているか否かを目的変数、議員の属性を説明変数と
してロジスティック回帰分析をしたところ、結果は表11のようになった。帰無仮説を、「政策対象者
が女性であることを議員の属性は説明しない」であるとすると、有意⽔準 0.05 で、p 値>0.05 よ
り、対⽴仮説を棄却し、帰無仮説を採択する。表11より議員の属性は政策対象者「女性」の説明
変数として有意ではない。

表11:目的変数が女性で、説明変数が性別、年齢、婚姻、子供持ち、所属会派別のロジスティック
回帰分析

政策対象者を「若年層」と回答もしくは言及しているか否かを目的変数、議員の属性を説明変数と
してロジスティック回帰分析をしたところ、結果は表12のようになった。帰無仮説を、「政策対象者
が若年層であることを議員の属性は説明しない」であるとすると、有意⽔準 0.05 で、p 値>0.05
より、対⽴仮説を棄却し、帰無仮説を採択する。表12より議員の属性は政策対象者「若年層」の
説明変数として有意ではない。

表12:目的変数が若年層で、説明変数が性別、年齢、婚姻、子供持ち、所属会派別のロジスティッ
ク回帰分析
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6.結果と含意
　本稿の分析結果より、全ての目的変数「全有権者、高齢者、子供、子育て世代、社会的マイノリ
ティ、企業、女性、若年層」は議員の属性によって説明されないことがわかった。以上から本稿の
四つの仮説は全て否定された。結論として都議会議員の属性が与える政策対象者への影響はな
い。
　含意として都議会議員の属性は政策対象者と関連が見られないため、誰を対象とした政策に積
極的に取り組んでいる議員が最も当選しやすいかは別の研究が必要であると言える。
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